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グループ連結 P/L

■	 売上高は、前期818億円、計画794億円に対し、当期実績は約778億円。

■	 経常利益は、前期12.8億円、計画34.7億円に対し、当期実績は35億円となり計画を達成。

■	 親会社株主に帰属する当期純利益は、前期10.1 億円、計画22.8 億円に対し、16.8 億円。	
	 これは、米国における税制改革による繰延税金資産減少など約 6億円の税金費用が	
	 一過性で発生した為。

■	 この結果 1株当たり当期純利益は62.69 円。

■	 2017 年度の売上平均為替レートは 111.00 円 / ドルとなり、前期の 109.06 円 /	
	 ドルに対して約2円、計画に対しては1円の円安。
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連結経常利益の前期比差異要因

■	 777向けギャレーやラバトリーが777Xへの移行に伴う端境期の影響を受け、売上高が	
	 大幅に減少。一方で、コスト削減効果、工事損失引当金の繰入額の減少、スペアパーツ	
	 販売が好調に推移したことなどにより、売上総利益ベースでプラス21.5 億円。

■	 販管費については、保証工事費の減少などによりプラス1.8 億円。

■	 営業外損益については、支払補償費の増加などでマイナス1.2 億円。
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連結経常利益の計画比差異要因

■	 工事損失引当金の繰入額が増加したが、内装品関連での顧客仕様変更に伴う追加売上	
	 などの影響により、売上総利益ベースでプラス0.1 億円。

■	 販管費については、試験研究費の減少などによりプラス6.5 億円。

■	 営業外損益については、為替差損の増加と支払補償費の増加などでマイナス6.3 億円。
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セグメント別 売上高・経常利益②（前期比）

■	 売上高

	 ●		内装品セグメントは、約43億円の減少。	
	 	 主な要因は、777向けギャレーやラバトリーが777Xへの移行に伴う端境期の影響を	
	 	 受けた為。
	 ●		シートセグメントは、前期とほぼ横這い。
	 	 出荷席数も年間当たり約1,000席で推移。
	 ●		機器製造セグメントも、前期とほぼ横這い。
	 	 エンジン部品の生産は増加したが、エアバスA380型機向け炭素繊維構造部材の生産量が減少。
	 ●		整備セグメントは、約4億円増加。
	 	 機体整備は減少したが、装備品整備が増加。

■	 経常利益

	 ●		内装品セグメントは、約21億円増加。
	 	 主な要因は、工事損失引当金の繰入額の減少による影響、顧客仕様変更に伴う追加売上と	
	 	 スペアパーツ販売が好調だった為。
	 ●	シートセグメントは、生産効率改善とコスト削減の取組みを進めることで大幅な改善を計画	
	 	 していたが、新規プログラムの初期コストが計画よりも大きく膨らみ、前期比1億円悪化。
	 ●	機器製造セグメントは、1億円増加。
	 	 主な要因は、エンジン部品の生産量増加に伴って生産性が向上した為。
	 ●	整備セグメントは、売上高の増加に伴い前期より増加。
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セグメント別 売上高・経常利益③（計画比）

■	 売上高

	 ●	内装品セグメントは、約22億円増加。
	 	 主な要因は、顧客仕様変更に伴う追加売上やギャレーの追加プログラムの出荷などの影響。
	 ●	シートセグメントは、約32億円減少。スペアパーツ販売は好調だったものの、一部プログラ	
	 	 ムの顧客都合による納期変更などの影響。
	 ●	機器製造セグメントと整備セグメントは若干減少したが、ほぼ計画通りで推移。

■	 経常利益

	 ●	内装品セグメントは、35億円強増加。
	 	 主な要因は、顧客仕様変更に伴う追加売上とギャレーの追加プログラムの出荷に加え、	
	 	 コスト削減施策による原価低減などによるもの。
	 ●	シートセグメントは、約33億円減少。
	 	 主な要因は、新規プログラムの開発・製造工程における初期コストが大幅に増加した為。
	 ●	機器製造セグメントは、約1億円減少。
	 	 主な要因は、エアバスA380型機の減産に伴う炭素繊維構造部材の出荷量が減少した為。
	 ●	整備セグメントは、約1億円減少。
	 	 主な要因は、一部機体整備の納期変更など完成工事が減少した為。
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グループ連結 B/S

■	 流動資産は、現金及び預金と棚卸資産が増加したため22億円増加し、749億円。

■	 固定資産は、投資案件が比較的少なかったことなどから 3億円減少。これらの結果、	
	 総資産は、19億円増加し、944億円。

■	 負債は、支払手形及び買掛金の減少、借入金の減少、工事損失引当金の減少などが	
	 あったが、電子記録債務の増加、前受金の増加などにより3億円強増加し、649億円。

■	 純資産は、15億円強増加し、295億円。

■	 この結果、自己資本比率は29.4％から 30.4％へと 1ポイント上昇。
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グループ連結　試験研究費／設備投資額／減価償却費

■	 試験研究費は、前期とほぼ同額の約6億円。実績の約半分がシート関連。

■	 設備投資は、不急な案件は翌期以降へ繰り延べた結果、約20億円。

■	 自動化・機械化のための IT 関連投資、シート関連のモックアップ、内装品製造のための	
	 金型が主なもの。

■	 減価償却費については、22億円強。
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グループ連結 売上高/経常利益/親会社株主に帰属する当期純利益

■	 前提となる為替レートは、前期実績111円に対して6円円高の105円/ドル。

■	 2017年度777億円だった連結売上高は、2018年度819億円、2019年度858億円、	
	 2020年度902億円を計画。

■	 経常利益については、2017年度の35億円から、2018年度は26.8億円、その後、	
	 2年目に44.9億円、3年目には64.6億円を計画。2018年度の経常利益が、2017年	
	 度に比べて減少する主な要因は、想定為替レートを105円/ドルとした影響によるもの。

■	 親会社株主に帰属する当期純利益は、右肩上がりの増加を計画。
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航空機内装品セグメント 売上高 / 経常利益

■	 引き続き 777X 型機への移行に伴う端境期の影響を受けるが、機体改修プログラムや	
	 エアバスA350向けギャレーの出荷量増加を見込む。2017年度 509億円だった売上高	
	 は、2018年度 530億円、2019年度 544億円、2020年度 564億円を計画。

■	 経常利益については、円高想定による為替の影響に加え、2017 年度に計上した追加	
	 売上による利益の反動により減少。2019 年度以降は、機体改修プログラムの受注拡大	
	 や 787型機向け製品の月産 14機への増産、また、コスト削減に向けた取組みの継続に	
	 より改善する見込み。
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航空機シートセグメント 売上高 / 経常利益

■	 これまでは、所謂顧客からの特注シートを主に手掛けてきたが、今後は、当社スタンダー	
	 ドシートの販売拡大に注力する。売上高は、2018年度 140億円、2019年度 160億円、	
	 2020年度 173億円を計画。

■	 経常利益については、2017 年度は特注シートの新規プログラムの開発・製造工程に	
	 おける初期コストが大幅に増加。今後は個別の開発コストが少なく生産効率の良い当社	
	 スタンダードシートの出荷量増加により収益は改善していく見込み。
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航空機器製造セグメント 売上高 / 経常利益

■	 エアバスA350向け炭素繊維構造部材やエンジン部品の増加等により売上増加を見込む。	
	 2018年度 65億円、2019年度 70億円、2020年度 75億円を計画。

■	 売上高の増加と生産性改善活動による採算性の向上により経常利益についても増加する	
	 見込み。



21

航空機整備セグメント 売上高 / 経常利益

■	 官公庁関係の機体整備は契約終了により減少するが、リージョナル機整備などエアライ	
	 ンビジネスへの取組みと装備品整備の受注活動により売上高は若干の増加を見込む。

■	 リージョナル機の整備の増加及び比較的収益性の高い装備品整備の増加により経常利益	
	 は増加する見込み。
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経営指標の推移

■	 内装品事業の継続的な取組みとシート事業を主とした収益改善により経常利益率、	
	 ROA、ROE は向上、2020 年度には中期経営指標の経常利益率 7％以上と ROA7％	
	 以上に到達する見込み。自己資本比率については毎年 2～ 3ポイントの改善を目標に	
	 取組みを進める。

■	 2018年度の 1株当たり配当額は20円を予定、配当性向は29.8％。
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グループ連結　試験研究費／設備投資額／減価償却費

■	 試験研究費は、2017 年度は約 6億円となったが、2018 年度は内装品軽量化のための	
	 新材料の開発や新規シートの開発などで増加し約13億円を計画。

■	 設備投資は、2018年度は、約45億円を見込む。

■	 内訳は、IT 投資が約 15億円で、主に設計業務の効率化、整備事業部の基幹システムの	
	 改修等への投資を予定。また、各事業の機械装置や工具器具備品で、約 18億円を予定。	
	 新規シート生産設備の導入や内装品における777X関連での投資などを予定。

■	 減価償却費は、2018年度以降も前期程度の24億円前後で推移する予定。


